
はじめに

情報通信技術（Information Communication

Technology, ICT）１）の利用がさまざまな形態

をとって社会的に進行している。とりわけイン

ターネットの利用が1990年代後半に急速に普

及したことによって，社会・経済・文化にかか

わる諸活動のあり方に根本的な変革が起こりつ

つある。経済分野においては，情報ネットワー

クを利用した電子商取引２）があらゆる産業分野

に広がっており，取引形態，市場構造，企業組

織のあり方が変容しつつあり，マクロ経済面で

は生産性上昇，経済成長，雇用などにもたらさ

れる影響について注目が集まっている。電子商

取引が経済・社会にもたらす影響は極めて広範

であり，またその変化のスピードはこれまでの

技術革新に比べて急速である。そのため電子商

取引の拡大に伴って求められる政策的対応を迅

速に行っていくことが要請されるものの，政策

運営の基礎となるべき電子商取引に関する公式

統計の整備は不十分であった。ここ数年の間に，

ICT利用の先進国を中心に公式統計の整備が着

手され始めているが，ICT利用がもたらす変化

のスピードに比べると対応は遅れており，社会

状況の変化に対応した一層の統計整備が求めら
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情報通信技術（ICT）の普及に伴って，経済活動において電子商取引を利用する企業が拡大してい

る。インターネットの母国アメリカでは1990年代後半から電子商取引の利用が普及し，旺盛な情報化

投資と新たなビジネスモデルの誕生によって，空前の好景気がもたらされることになった。今日，電

子商取引は世界的な広がりを見せつつあり，新たな経済成長のエンジンとして注目を集めているが，

それは単に情報化投資を通じた経済成長と生産性向上に寄与するだけでなく，ビジネスのあり方を変

え，雇用，産業構造，公共サービス，社会的コミュニケーションなど，経済・社会のあらゆる側面に

影響を及ぼすことが予想される。電子商取引は政策当局にさまざまな政策的課題をもたらすが，政策

運営の基礎となるべき統計についてはその重要性に比して整備が遅れていた。本稿では，先進諸国の

統計開発において主導的な役割を果たしているOECDにおける電子商取引統計整備の動向を概観し，

統計的計測に関する方法論をめぐる議論と現状，および今後の課題について考察する。現在，日本に

おいては電子商取引額を補捉する統計調査はまだ行われていないが，幾つかの国ではこの分野の統計

調査が実施されておりデータの公表も進んできている。今後は各国において電子商取引が経済・社会

に与える影響を表す統計指標の整備が求められるであろう。
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れている。

先進諸国の統計局では電子商取引統計整備の

努力が続けられているが，各国の統計整備作業

をリードし国際的に比較可能な電子商取引統計

のフレームワークを構築する上で，OECDは

主導的な役割を果たしてきた。本稿では，電子

商取引統計の整備をめぐる概念上・方法上の諸

問題について，OECDにおける議論の経過と

現状を整理するとともに，電子商取引統計の今

後の充実に向けた課題について考察する。

１．電子商取引のもたらす変化と統計整備の必

要性

１－１．電子商取引のもたらす社会的・経済的

影響

1960年代末に軍事目的で開発されたインタ

ーネットは，その後学術・研究分野を中心に利

用が広まり，1990年代初頭に商業目的の利用

が認められたことによってあらゆる経済活動へ

の応用と浸透が展開された。とりわけインター

ネットの母国アメリカでは，急激に進んだコン

ピュータのダウンサイジングとインターネット

技術が結合することによって企業の情報処理シ

ステムを安価に構築することが可能となり，ビ

ジネスにおける情報ネットワーク利用が急速に

進むことになった。企業活動への情報ネットワ

ーク技術の積極的導入は旺盛な ICT関連の投資

を生み出し，1996年には実質民間設備投資に

占める ICT関連投資のウェイトは40％を上回

る水準まで達した３）。このような旺盛な ICT投

資は経済成長の牽引役となり，ICT関連産業が

実質経済成長に占める寄与率は1995年，96年

において40％を超えることになった４）。

1991年３月から始まる110ヶ月を超えるアメ

リカ経済の歴史的な景気拡大は，旺盛な ICT投

資の展開，情報ネットワークの活用による企業

活動の合理化とコスト削減，それによる生産性

向上，インターネットを利用した新たなビジネ

スモデルの誕生とそれに伴う「ドット・コム企

業」の群生，情報関連産業を主役とする株式市

場の活性化，ネット・バブルともいえる株高を

背景としたストック効果による消費拡大，など

が好循環を生み出すことによってもたらされた

と理解できる５）。長期間にわたる好況と平行し

て物価上昇率と失業率の低下が同時に進行した

ため，アメリカ経済の構造における根本的転換

をめぐって「ニューエコノミー論争」６）が引き

起こされることになった。「ニューエコノミー

論争」においては，アメリカ経済において景気

循環が消滅し，生産性が大きく上昇し，インフ

レなき持続的成長が可能となった，といった論

点に関する賛否をめぐって論争が行われた。

ICTを主軸としたアメリカ経済の好況は，他

国に対しても ICTの有効性を印象づけることに

なり，クリントン政権が打ち出した「情報スー

パーハイウェイ構想」にならって，日本の「e-

Japan戦略」にみられるような情報化戦略が各

国で打ち出されることになり，経済政策運営の

軸として ICT利用促進が位置付けられるように

なった。

電子商取引は経済活動に ICTを活用すること

によって生み出された新たな商取引の形態であ

り，現時点では情報ネットワークを導入してい

る企業の全てが電子商取引を行っているわけで

はないが，情報通信インフラの一層の整備と電

子商取引にかかわる法制度や社会環境が整備さ

れるに従って，将来的には拡大していくことが

予想される。電子商取引の拡大は，単に情報通

信インフラへの投資拡大とそれを通じた経済成
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長，生産性向上のエンジンとして作用するばか

りでなく，経済活動のあり方や，企業の組織形

態，産業構造，雇用のあり方に変化をもたらし，

ひいては公共サービスや社会的コミュニケーシ

ョンを含めた社会全体に影響を及ぼすものと考

えられる。

商取引を電子的に行うことでまず期待される

効果として，一般的なコスト削減があげられる。

ネット上に店舗を構える場合，通常の店舗を出

店する際に必要となる費用（土地・建物代，人

件費，水光熱費など）の多くが削減可能となる。

企業組織の活動に関る取引費用についても，情

報ネットワークを活用することで企業組織内部

の管理・運営にかかわる活動の合理化がはから

れ，対外的な取引相手との探索・交渉・契約等

にかかわる費用もかなりの程度削減可能とな

る。このようなコスト削減効果と生産性向上を

武器に製品の価格低下をはかることで成長して

きた例としてコンピュータのネット直販をおこ

なっている D E L Lをあげることができる。

DELLのビジネス・モデル７）はネット直販の代

表例であるが，このようなビジネス・モデルが

もたらす製品価格の低下が広まると，インフレ

抑制効果をもたらすであろう。

製造業者による消費者へのネット直販は，通

常の取引で経由される卸売業や小売業をスキッ

プすることになるため，これらの中間業者の

「中抜き」が生まれてくる。すでにBtoCにおい

てはコンピュータ関連製品や書籍，航空チケッ

トなどでこのようなネット直販の利用者は増加

しつつあり，またBtoBにおいても e－マーケ

ットプレースと呼ばれる企業間の取引市場も出

現しつつある。ネット直販が様々な分野に拡大

することは既存の中間業者の存立に関る問題と

なろう。

電子商取引の拡大が雇用に与える影響として

は，上述したネット直販による「中抜き」や企

業組織の合理化が進むことで失業者が生まれる

可能性がある一方で，情報技術関連の技能を持

った労働力に対するニーズは高まっていく。労

働力に求められる技能内容の変化に対応するた

めの労働者の再訓練や教育が必要とされるであ

ろう。また初等教育から高等教育にいたるまで，

このような変化に対応する教育内容・方法が求

められてくる。

また電子商取引では国境を越える取引が容易

となるため，貿易や課税などに関する国際的な

政策協調の必要性も生じてくる。情報インフラ

へのアクセス環境と情報リテラシーの偏在が利

用者の所得水準と密接な相関関係をもっている

ことから生まれるデジタル・デバイド問題も，

社会的不平等の是正という点から解決が求めら

れる課題である。

電子商取引の普及がもたらす影響はこのよう

に極めて広範なものであるため，これに対応す

る政策運営の課題も広範で多様なものとなる。

以上のような電子商取引の普及によってもたら

される様々な政策課題に対応するために，政策

運営の基礎となる統計が求められる。

１－２．電子商取引統計に対するニーズの高まり

電子商取引がもたらす広範かつ多様な影響

は，政策策定者に様々な政策課題を認識させそ

れに対する政策立案と対応を迫ることになっ

た。しかしながら，政策策定の必要性からみる

と，政策策定の基礎となる公式の電子商取引統

計の整備は遅れており極めて不十分な状況であ

った。統計整備の中で最もニーズが高かったも

のは電子商取引の取引額に関する統計であった

が，この分野に関する国民経済レベルでの包括
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的な政府の統計調査は，ようやく1999年に入

ってカナダで着手され，電子商取引の最先進国

であるアメリカにおいても政府統計の作成は小

売業については1999年，主要産業については

2000年まで待たねばならなかった。公式統計

の整備が遅れた最大の原因としては，電子商取

引が既存の形態，新たな形態を含めて極めて多

様な形態で行われているため，その定義と計測

のフレームワークを確定する作業が困難であっ

たことを指摘できる。

政府による公式統計の作成・公表がなされる

までは，民間の調査機関やコンサルタント会社

が調査・推計するデータに依拠して電子商取引

市場の規模が推定されたが，データソースによ

って用語の定義，電子商取引の定義，調査方法

がまちまちで一貫性がなく，また公表データの

上方へのバイアスが指摘されるなど，正確な実

態把握をする上では極めて不十分な状況であっ

た８）。

電子商取引の実態とその影響力を正しく理解

する上では，適切な定義と計測のフレームワー

クの開発がもとめられる。また経済のグローバ

ル化の進展，電子商取引がグローバル化を加速

させている点を考慮すると，国際的に比較可能

な統計開発を行うことが必要である。電子商取

引統計の開発を国際的な比較可能性を考慮して

進める点で，OECDは主導的な役割を果たし

てきた。OECDにおいては，各国の統計局担

当者を中心として産業界や技術者，統計利用者

との意見交換も交えながら電子商取引統計の開

発作業が進められており，これまでに電子商取

引の定義と測定のフレームワーク，コアとなる

統計指標，モデル調査票の提示などが行われて

いる。加盟各国は統計開発に関ってOECDで

承認された諸勧告やガイドラインに必ずしも従

う義務は負わないが，それらが事実上各国での

統計開発実践の指針となっている点で重要な意

味をもっている。

２．OECDにおける電子商取引統計整備の動き

OECDでは，この数年間電子商取引に関す

る様々な政策的課題の提起と議論を展開し，勧

告・ガイドラインを発表してきた。議論の対象

となっている分野は，消費者保護，プライバシ

ー保護，インフラ整備，規制緩和と競争政策，

課税，統計整備，デジタル・デバイド，公共サ

ービス，中小企業への利用促進など広範である９）。

OECDでは，「情報コンピュータ通信政策委員

会」（Committee on Information, Computer

and Communication Policy, ICCP）に設置さ

れた「情報社会のための指標に関する作業部会」

（Working Party on Indicators for an Information

Society, WPIIS，1997年発足）において，電子

商取引を包含する一般的な ICT統計の整備作業

が進められている10）。電子商取引は相対的独自

性をもちつつも ICT利用の一局面として捉えら

れ，電子商取引統計は ICT統計の一部をなすも

のと位置付けられている。ICT統計一般に関し

ては，ICT部門に関する定義と産業分類，企

業・家計における ICT利用などに関して統計整

備が進められているが，以下では電子商取引統

計に関わるものに限定して，OECDにおける

議論の経過をまとめてみる。

２－１．電子商取引に関するオタワ閣僚会議11）

OECDにおける電子商取引統計開発が本格

化する起点となった会議は，1998年10月にカ

ナダのオタワにおいて開催されたOECD閣僚

会議である。この会議では「国境なき世界：地
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球規模での電子商取引の潜在的可能性を現実化

する」というテーマのもとに，各国政府

（OECD加盟国29，非加盟国11），主要な国際

機関，産業，消費者，労働，および社会的分野

での代表者が集まり，地球規模での電子商取引

の発展を推進するための各界の役割，政策的優

先順位，発展計画について議論がなされた。

会議では電子商取引をめぐる４つの分野

（Ａ.利用者および消費者にとっての信頼の確

立，Ｂ．デジタル市場のための統一ルールの創

設，Ｃ．電子商取引のための情報インフラの強

化，Ｄ．電子商取引の便益の最大化）について

議論がおこなわれ，電子商取引統計に関しては，

「Ｄ．電子商取引の便益の最大化」の分野を構

成する課題の１つとして取り上げられた。

「Ｄ．電子商取引の便益の最大化」のセッシ

ョンにおいては，「電子商取引の経済的・社会

的影響：予備的知見と研究議題」12）がバックグ

ラウンド・レポートとして提出され，電子商取

引がもつ経済的・社会的潜在可能性を十分に発

揮させるために求められる諸課題を，電子商取

引がマクロ・ミクロ面に与える経済的影響（成

長，生産性，雇用など），ICT部門に対する公

的規制のあり方（競争，貿易，課税など），社

会面への影響（教育，福祉，デジタル・デバイ

ドなど）の面から指摘している。電子商取引統

計については，これらの諸課題を考察するため

の前提となる基礎データとして重要な役割を持

つものとして取り上げられている。

具体的には，「電子商取引に関するいかなる

分析的作業にとっても基礎となるものは，それ

を正確に測定する能力である。政策的討論に焦

点をあてるために，電子商取引の水準，成長，

構成を測定する統計が非常に求められて」

（p.24）おり，「電子商取引を計測するための統

計的方法論と道具が開発されるべきである」

（p.24）として，統計整備の重要性を指摘して

いる。既存の電子商取引統計に関しては，電子

商取引の定義がデータソースによって顕著に異

なっており（p.28），政府統計がない現状でし

ばし利用される民間の研究機関やコンサルタン

ト企業による推計値については，過大推計にな

りがちであることを指摘している（p.31）。

会議の閉幕にあたって採択された「電子商取

引に関するOECD行動計画」13）では，「D．電

子商取引の便益の最大化」において，バックグ

ラウンド・レポートで勧告された内容を受けて

「電子商取引の構造と取引量を測定する能力の

改善をはかる」ことが明記された。また，当面

する７点の作業プログラムの１つとして「電子

商取引の定義と測定の作業を開始する」ことが

確認された。

オタワ会議で始められた取り組みの勢いを維

持し協調を保つために，行動計画の進捗状況を

評価するための作業レベル会合を１年以内に開

催することになり，この間に具体的な作業が進

められることになった。

２－２．電子商取引に関するOECDワークシ

ョップ14）

オタワ会議の結果を受けて，1999年４月に

パリにおいて，ビジネス関係者，研究者，政策

策定者，政府統計関係者が集まり「電子商取引

の定義と計測」というテーマのワークショップ

が開催された。ワークショップでは，既存の電

子商取引統計の吟味と定義の検討，この分野に

おける統計指標に対するニーズの解明が行わ

れ，電子商取引の測定に関する共通の方法論策

定にむけた作業が開始されることになった。

電子商取引統計に対するニーズとして，①共
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通の枠組みと方法論に依拠した国際的に比較可

能な統計であること，②単に電子商取引の規模

と成長を測るだけでなく，新たなビジネスモデ

ルの出現やヴァリューチェーン（価値連鎖）に

おける変化，産業部門や国による電子商取引の

普及程度の違いといった経済構造の基礎的変化

を明らかにできる統計であること，が明らかに

された。

ワークショップにおけるカナダ産業局の報告

では，電子商取引市場の成長パターンに対応し

て研究ニーズのライフサイクル・パターンが変

化することを示した「Ｓ字カーブモデル」が提

示された（モデルの詳細については後述）。こ

のモデルは市場の成長段階を３段階に区分し，

各段階で焦点とすべき統計指標が異なることを

示しているが，以後のOECDでの統計指標開

発はこのモデルの考え方に基づいて優先指標，

コア指標が提示されている。

２－３．「専門家グループ」の創設

上述のワークショップを受けて，WPIISは

1999年４月に「電子商取引の定義と測定に関

する専門家グループ」を立ち上げた。専門家グ

ループは，「政策に関連し統計的に実現可能な

電子商取引の定義を編集（compile）する」こ

とを使命とし，開発作業においては「電子商取

引の領域における指標とデータについての政策

的要求を十分に意識」すべきであるとされた。

専門家グループには，14カ国とEUROSTAT

およびオブザーバーであるシンガポールから政

策策定者，ビジネス関係者，研究機関の専門家

が加わり，ICCPの小部会である「情報経済に

関する作業部会」（Working Party on the

Information Economy, WPIE）と共同しなが

ら作業を進めることになった。具体的には，①

多国間に渡る統計的測定を目的とする電子商取

引の定義を開発する，②政策的要求を比較可能

な電子商取引の計量学（metrics）へと翻訳す

る，③その計量学の開発とデータ収集のために

既存の統計的道具の利用と適用のための具体的

提案を開発する，という作業があげられた。

２－４．電子商取引に関するOECDフォーラム15）

1999年10月に「電子商取引に関するOECD

フォーラム」がパリで開催された。この会議の

目的は，前年のオタワ会議で採択されたOECD

行動計画の進捗状況を報告・評価することであ

り，「電子商取引のためのOECD行動計画に関

する中間報告」16）と題するレポートが提出され，

オタワ会議で議論された４つの分野に関して１

年間で取り組まれた作業の進捗状況が報告され

た。電子商取引の定義と計測の分野に関しては，

「電子商取引を定義し測定する：現状報告」17）

と題するレポートが提出され，オタワ会議以後

１年間における作業の進捗状況が報告された。

「現状報告」のレポートは，会議以後の１年

間になされた作業と議論に依拠して，具体的に

は同年４月に開催されたワークショップの内容

と専門家グループによる議論状況をベースとし

て，電子商取引計測への政策ニーズ，電子商取

引の定義の枠組み，各国統計局の統計作成の現

状，今後の課題についてまとめている。レポー

トで述べられた内容に関しては以降で詳述する

が，政策ニーズへの対応という視点から電子商

取引の定義と概念的枠組みの開発を議論する基

本的観点をまとめている。

２－５．WPIISとWPIEとの合同会合－電子商

取引の定義の提示

WPIISと専門家グループは上記のフォーラ
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ム以降も統計開発の作業を進め，電子商取引の

定義の確定を図るために，WPIEとの合同会合

を2000年４月にパリで開催した18）。この会合

では電子商取引の定義が提示されたが，多様な

データニーズへの対応を考慮して狭義と広義の

２つの定義を採用するという柔軟的対応をとる

ことになった。定義の内容に関しては後述する

が，定義を構成する３つの次元として，①定義

に含まれるビジネス・プロセスとその性質（資

金決済を含むのか，製品の所有権・利用権の移

転を意味するのか，等），②メディア（通信イ

ンフラ），③含まれる主体（企業，家計，個人，

政府，他の組織）が確認された。また，単に電

子的商取引の量や価格だけでなく経済活動全般

に及ぼす影響という点からビジネス・プロセス

の計測も重要であると認識されたが，ビジネ

ス・プロセスの定義と計測上に関わる困難か

ら，電子商取引の定義は電子的「取引」に限定

されたものとなった。また，電子商取引に関す

る高度優先統計指標についても提示が行われ

た。

２－６．現在までのWPIISの活動

WPIISで合意された電子商取引の定義は一

般的内容であったため，定義の解釈を助けるた

めのガイドラインが2001年４月のWPIISの会

合で提示された19）。さらにこの会合では電子商

取引に関する企業部門と家計部門についてのコ

ア指標，および ICT利用に関する統計調査のモ

デル調査票が企業部門，家計部門について提示

されている20）。電子商取引の定義と統計指標は，

技術革新の進展や各国の調査経験等を踏まえて

随時見直されることが確認されており，今後と

も議論が継続される予定である。

３．電子商取引の定義と計測のフレームワーク

以下では，主に1999年の「電子商取引に関

するOECDフォーラム」で提出されたレポー

トである「電子商取引のためのOECD行動計

画に関する中間報告」の内容に沿って，電子商

取引の定義と計測のフレームワークに関する議

論経過をまとめてみる。またWPIISにおいて

2000年に合意された電子商取引の定義と2001

年に提示された解釈のガイドラインについて紹

介する。

３－１．電子商取引に関する統計と指標に対す

るニーズ

電子商取引統計に対するニーズの中でもっと

も強いものは，どれくらいの取引（transac-

tion）が電子商取引によって行われており，そ

れがどの程度成長をしているのか，すなわち電

子商取引の市場規模と成長性にかんする統計で

ある。実際，OECDにおいて電子商取引の統

計的計測の作業が始められることになった最大

の理由として，電子商取引の市場規模と成長性

について社会的関心が非常に高まったことがあ

げられる。しかしながら，電子商取引がもたら

す経済的・社会的影響の広がりを考えると，必

要とされるものは単に市場規模と成長性にとど

まらないより広範な対象を含んだ統計・統計指

標である。マクロ・ミクロ面での経済活動全般

への影響を明らかにできる統計が必要であり，

教育・福祉・医療・公共サービスやデジタル・

デバイドなども含めた社会指標との連携も視野

にいれられるべきであろう。

電子商取引統計に関するデータニーズは，統

計を利用する主体によって多様である。産業界

からは電子商取引市場の規模と成長性を中心と
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する短期的データへのニーズが高いであろう

し，国家の政策運営者からは電子商取引が及ぼ

す経済・社会にたいする影響を把握するために

非常に広範なデータへのニーズがあるであろ

う。研究者はミクロ・マクロレベルを含むより

詳細なデータを欲するであろう。データニーズ

は統計利用主体によって異なると同時に，電子

商取引の発展段階によっても変化しうる。電子

商取引普及の前段階では，基盤となる情報機器

やネットワークインフラの整備状況が主要な関

心となるであろうが，電子商取引の普及が浸透

した段階では，取引額の大きさや産業部門ごと

の普及率の差異といった点に関心が移り，一定

の成熟度に達した段階では，電子商取引が効率

や生産性，新たな価値の創造にどのような影響

を及ぼしているか，といった点が議論の対象と

なるであろう。

1999年４月に開催されたOECDワークショ

ップでは，電子商取引の発展段階に対応した研

究ニーズおよびそれに伴う統計ニーズのライフ

サイクルがカナダ産業局から示された（図１）。

この図式では，発展段階を以下の３段階に分け，

これに応じて必要とされる具体的な統計指標を

あげている。

①準備（readiness）：電子商取引の普及の

初期（前）段階。この段階では電子商取

引支援に必要な技術的・商業的・社会的

インフラストラクチャの準備状況，電子

的取引を遂行しようとする社会的傾向が

関心となる。具体的には，技術的インフ

ラの敷設状況（プロバイダ，PC，サー

バーの数など），技術者の人数，ネット

ワークへのアクセス状況，電子商取引へ

の障壁，クレジットカード普及状況など

があげられる。

②強度（intensity）：電子商取引の普及が

ある程度進んだ段階。この段階では各産業

における電子商取引の利用状況が主な関心

となる。具体的には，電子商取引の市場規

模と成長性，電子商取引を構成するさまざ

まなビジネス・プロセスの利用状況などが

あげられる。

③影響（impact）：電子商取引の普及が社

会的にほぼ飽和状態に達した段階。この段

26 立命館産業社会論集（第38巻第２号）

OECD（1999b）�
時間�

電子商取引活動�
の水準� Impact

Intensity

Readiness

図１　電子商取引市場の成熟度と指標へのニーズ：Ｓ字カーブ



階では電子商取引がもたらす経済・社会へ

の影響が主な関心となる。具体的には，電

子商取引が生み出した効率性と新たな製

品・サービス，経済全体への乗数効果，雇

用の構成と水準の変化，生産過程への影響

などがあげられる。

電子商取引に関する統計および統計指標はこ

のような発展段階に対応して整備されることが

望まれるが，多くの国における電子商取引の発

展段階はまだ「準備」あるいは「強度」の段階

であり，既存の統計・統計指標に関しても「影

響」段階にまでは至っていない。

３－２．EC計測の枠組み：何を計測の対象と

するか？

電子商取引を計測する場合，何を計測対象と

するのかが議論されなければならない。言い替

えれば電子商取引の定義と計測枠組みに関する

問題である。先述した電子商取引統計に対する

多様なユーザー・ニーズ，また電子商取引の発

展段階に応じた統計ニーズのライフサイクルを

考慮すると，単に「取引」（transaction）の量

と金額のみに限定した統計では不十分である。

電子商取引の革新性は，あらゆる産業部門に対

する浸透性があり，生産性や雇用に変化をもた

らし，公共サービスの提供のあり方，ひいては

社会活動や社会的コミュニケーションのあり方

を変革する可能性を持っている点にある。よっ

て，単に電子商取引の市場規模やその成長性を

測るだけでなく，新しいビジネス・モデルの出

現や社会的な価値連鎖における変化，産業部門

や社会階層における浸透度の違いなどを計測で

きる統計体系が求められる。また容易に国境を

越えることができるという性質から，国際的に

比較可能な統計体系を整備する必要がある。

WPIISにおける議論では，電子商取引の計

測枠組みを図２に示すようなの３層からなるモ

デルで提示している。基層となるe-infrastruc-

ture（コンピュータや通信回線，アプリケーシ

ョンなどのインフラ）の上にe-business（電子

的経済活動のあり方，ビジネス・プロセス）が

展開され，その結果として e-transaction（電
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子的取引）が生まれる，というモデルである。

電子商取引は，e-businessと e-transactionを

あわせたものとして把握される。社会的に最も

関心が集中しているものは上層の取引に関する

データであるが，電子商取引の経済的・社会的

影響を計測・分析するためには中層にあるビジ

ネス・プロセスの計測が不可欠である。電子商

取引によって，どのような新しい経済活動の形

態（ビジネス・プロセス）が生まれているのか，

それによって生産性や雇用などがどのように変

化しているのか，取引形態・価値連鎖にどのよ

うな変化が起こっているのか，といった点が把

握されなければ電子商取引に備わっている潜在

的可能性と影響力を見ないことになる。そのよ

うな影響を把握するためには，各部門における

電子商取引とビジネス・プロセス利用の相対的

大きさが計測される必要がある。以上のような

計測枠組みによって電子商取引統計を計測する

ためには，まず取引とビジネス・プロセスが定

義されなければならない。

取引（e-transaction）に関しては，利用さ

れる通信インフラとアプリケーション，取引内

容，がまず検討される必要がある。通信インフ

ラとしては，インターネットの他にクローズド

な専用回線，イントラネット，電話（固定，携

帯），CATVなどが上げられる。オープン性と

コスト面での安さがもたらした革新性を重視し

てインターネットに限定する立場もあるし，電

子的取引一般を把握するために専用線を利用し

た既存のEDIや電話などもネットワーク一般

に広げる立場も考えられる。アプリケーション

としては，電子メール，Web，EDI，ミニテル

など多様な形態が考えられる。取引の内容とし

ては，資金決済もオンライン上で行うものに限

定するのか，販売・購買に限定するのか，広告

やマーケティングなども含めるのか，といった

点で多様性がある。通信インフラ，アプリケー

ション，取引内容の組み合わせによって様々な

定義のセットを想定することができる。

ビジネス・プロセス（e-business）の定義は，

取引の定義に比べて多くの困難な問題を含んで

いる。具体的には，オンライン上での購買／販

売，資金決済，資金移動，在庫管理・生産管理，

デジタル・コンテンツの配送，広告とマーケテ

ィング，顧客サービス，求人・求職，情報提供

サービスなどがあげられるが，内容が極めて多

岐に渡っているばかりでなく，日々新たなオン

ライン上でのビジネス・モデルが生み出されて

いるため，包括的なリストの作成と代表的なビ

ジネス・プロセスの選定が極めて困難である。

また，取引の場合は金額と量という単位で計測

することができるのに対し，ビジネス・プロセ

スの場合は，統一的な測定単位を想定すること

も困難である。

以上のような点から，OECDにおける検討

状況は，取引の定義についての合意を先行して

進めながら，ビジネス・プロセスの定義につい

ては，具体例を例示しながら議論を並行して進

めるという状況になっている。

３－３．電子商取引の「取引」の定義

2000年４月に開催されたWPIISの会合にお

いて，専門家グループから電子商取引の定義の

提示がなされ，表１に示すような内容で合意が

図られた。狭義と広義の２種類からなる定義と

なっている理由としては，統計利用者の広いニ

ーズに応えるためには単一の定義では不十分で

あると考えられたからである。例えば，インタ

ーネットの革新性に注目する立場からは，既存

のEDIを含む広義の定義ではあまりに広範な
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取引が含まれるため，インターネットというオ

ープンで低コストなインフラの利用から生まれ

る新ビジネスの実態が把握できないという不満

が表明される。逆に，コンピュータネットワー

ク一般がもたらす経済的影響を重視する立場か

らは，狭義の定義ではそのごく一面しか捉えら

れない，という主張が提出されるだろう。双方

の主張はともに説得的な根拠をもつものである

ため，合意された定義はこのような両者の主張

のいずれかを排除することを避けたものとなっ

ている。また，２種類の定義とも具体的な限定

を極力排した一般的な内容となっているが，こ

れは技術革新の早さに対応するために柔軟性を

確保するという視点からである。

この定義内容は一般的であるために，さまざ

まな解釈を許すものであるが，そのため定義の

解釈を助けるためのガイドラインが必要とさ

れ，2001年４月のWPIIS会合において表1に

示すような解釈のためのガイドラインが提示さ

れた。通常の電子メールによる受発注を狭義の

定義に含めるかどうかについては議論が分かれ

るところであるが，ガイドラインにおいては除

外されている。

技術革新によって新たな通信インフラ，アプ

リケーション，ビジネス・モデルが速いスピー

ドで生み出されており，その変化に対応してこ

の定義は随時見直しが迫られることが予想され

る。その意味でこの定義は「生きている」定義

であり，各国の調査・計測実践や技術革新に応

じてWPIISにおいて随時見直しをはかること
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表１　OECDによる電子商取引の定義

定義の内容 定義の解釈のためのガイドライン

狭義の定義

広義の定義

OECD(2001), Colecchia(2001), Office of e-Envoy(2001)

インターネット取引とは，ビジネス，家計，個

人，政府，他の公的･私的組織間を問わず，イ

ンターット上で行われる財あるいはサービスの

販売あるいは購買である。財とサービスはイン

ターネット上で注文されるが，支払い及び財あ

るいはサービスの最終的な配送はオンラインあ

るいはオフラインで行われてよい。

電子的取引とは，ビジネス，家計，個人，政府，

他の公的･私的組織間を問わず，コンピュータ

に媒介されたネットワーク上で行われる財ある

いはサービスの販売あるいは購買である。財と

サービスはそれらのネットワーク上で注文され

るが，支払い及び財あるいはサービスの最終的

な配送はオンラインあるいはオフラインで行わ

れてよい。

含まれるもの：自動化された取引に利用され

るあらゆるインターネットアプリケーション

（Webページ，エクストラネットのような）

上での，そしてインターネット上で動く他の

アプリケーション（インターネット上での

EDI，ミニテルなど）上での受発注，あるい

はどのようなアクセスかは問わず（モバイル，

TVなど）Webを可能とするアプリケーショ

ン上での受発注。

除外されるもの：電話，ファックス，通常の

電子メールによる注文。

含まれもの：自動化された取引に利用される

あらゆるオンライン・アプリケーション（イ

ンターネットアプリケーション，EDI，対話

的電話システムのような）上での受発注



が確認されている。

４．電子商取引に関する統計指標

電子商取引を構成する３層の枠組みの中で取

引層に関しては上のような定義が合意された

が，電子商取引の影響を全般的に計測する上で

は，インフラ，ビジネス・プロセスも含めた統

計体系がもとめられる。ビジネス・プロセスの

定義と計測に関しては議論が継続されている

が，2000年４月のWPIIS会合において，電子

商取引の活動全般を対象とする当面求められる

優先度の高い統計指標として表２のようなリス

トが提示され合意された。これらの指標は，図

１の統計ニーズのライフサイクルにおける準備

段階，集中度段階に対応するものである。影響

段階についての指標は，ビジネス・プロセスの

定義をはじめとする計測方法に関する議論の進

捗と各国の電子所取引の発展に応じて検討が進

むものと思われる。

さらに，2001年４月のWPIIS会合において

は，ビジネス分野と家計分野のそれぞれについ

て，表３のような電子所取引に関するコア変数

が提示され収集を始めることが合意された。

このコア変数は，表２の高度優先統計指標に

比べるとインターネット上の活動内容や利用に

対する障壁を具体的に例示している点が特徴的

である。

30 立命館産業社会論集（第38巻第２号）

表２　電子商取引に関する高優先度統計指標

指　　　　　　標 企業 家計 政府

１．コンピュータを備えた経済単位の数と比率 ○ ○

２．コンピュータを備えた経済単位における雇用者数と比率 ○

３．インターネットにアクセスしている経済単位の数と比率 ○ ○ ○

４．インターネットにアクセスしている経済単位の雇用者数と比率 ○ ○

５．特定のビジネスプロセス／活動に従事しようとしている経済単位の数と比率＊ ○ ○ ○

６．Webサイトを持っている経済単位の数と比率 ○ ○

７．Webサイト上で特定のビジネスプロセス／活動に従事している経済単位の数と比率 ○ ○

８．電子商取引に特定の障害を認識している経済単位の数と比率 ○ ○ ○

９．電子商取引から特定の便益を得ていると考えている経済単位の数と比率 ○ ○ ○

10．インターネット・プロトコルに依拠したネットワークを利用する計画を持っている経済 ○ ○

単位の数と比率

11．特定のビジネスプロセス／活動に従事しようとしている経済単位の数と比率＊ ○ ○

12．インターネット・プロトコルに依拠したネットワーク上で販売／購買を行っている経済 ○ ○ ○

単位の数と比率

13．他のコンピュータ・ネットワークを利用して販売／購買を行っている経済単位の数と比率 ○ ○ ○

14．インターネット・プロトコルに依拠したネットワーク上での販売／購買の金額 ○ ○ ○

15．他のコンピュータ・ネットワーク上での販売／購買の金額 ○ ○ ○

16．インターネット・プロトコルに依拠したネットワークを利用した販売／購買の比率 ○ ○ ○

17．他のコンピュータ・ネットワークを利用した販売／購買の比率 ○ ○ ○

＊ビジネスプロセスと活動の分類が開発された時点でのより詳細な線引きに従う
OECD(2000a)
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表３　企業と家計部門における電子商取引活動のコア指標

１．コンピュータのある企業の比率

２．コンピュータのある企業における雇用者数

３．コンピュータのある企業で働く総雇用者の比率

４．インターネットを利用している企業の比率（全企業に対する％）

５．インターネットを利用している企業における雇用者数（全雇用者に対する％）

６．インターネットを利用している企業の比率（雇用者数の規模別，0-9人，10-19人，20-49人，50-99
人，100人以上）

７．選択された産業部門におけるインターネットを利用している企業の比率（製造業，卸売業，小売業，

運輸業，金融業，対事業所サービス業，全私企業）

８．特定の理由でネットワークに接続していない企業の比率

ａ．費用が高い

ｂ．企業活動の性質に適さない

ｃ．技能の欠如または適切な訓練の欠如

ｄ．セキュリティの問題（詐欺，ハッキング，ウィルスなど）

ｅ．接続スピードが遅い

ｄ．他の理由

９．インターネット上で受注している企業の比率

10．選択された産業部門においてインターネット上で受注している企業の比率（製造業，卸売業，小売

業，運輸業，金融業，対事業所サービス業，全私企業）

11．インターネット上で購買を行っている企業の比率

12．インターネット上で財またはサービスの配送を行っている企業の比率

13．インターネット上での企業の受注額

１．パソコンを保有している世帯の比率

２．家庭のパソコンからインターネットに接続している世帯の比率

３．いかなる方法でもインターネットに接続している世帯の比率

４．特定の障害を認識してインターネットを利用していない世帯の比率

ａ．他の場所でアクセスしているから

ｂ．費用

ｃ．プライバシー／セキュリティ

ｄ．有害なコンテンツ

ｅ．技能

ｄ．他の理由（興味がない，必要がない，など）

５．いかなる場所からでもインターネットを利用している個人の比率

６．いかなる場所からでもインターネットを個人的目的で利用している個人の比率

７．ＷＷＷ上で特定の活動を目的として個人目的でインターネットを利用している個人の比率

ａ．ネットサーフィン　　　　　　　ｂ．情報検索

ｃ．電子メールとチャット　　　　　ｄ．購買

ｅ．電子バンキング／金融取引　　　ｆ．音楽やソフトウェアのダウンロード

ｇ．教育　　　　　　　　　　　　　ｈ．政府

ｉ．娯楽　　　　　　　　　　　　　ｊ．その他

８．インターネット上で注文を行っている個人の比率

９．特定の障害を感じてインターネットを購買に利用していない個人の比率

ａ．接続スピードが遅い

ｂ．セキュリティ

ｃ．プライバシー

ｄ．信頼

ｅ．他の理由

Office of e-Envoy(2001)
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５．各国における電子商取引統計整備の動向

これまでに幾つかの国で政府による電子商取

引の包括的な統計調査が実施されており，電子

商取引額のデータも公表されている。以下では

取引額の調査に関する先進的な実践を行ってい

る諸国について，統計調査の実施状況と公表デ

ータの概要を簡単にまとめてみる。また日本に

おける統計調査の実態についても簡単に触れ

る。

５－１．アメリカ

商務省センサス局が電子商取引統計の調査・

公表を行っている21）。1999年に小売業に関する

電子商取引額の調査が始まり，その後製造業，

卸売業，サービス業にも調査が拡大され，1999

年，2000年についてのデータが公表されてい

る。各産業における既存の年次統計調査に電子

商取引関係の調査項目を追加して調査が行われ

ており，全体で約125,000の事業所がサンプル

となっている。電子商取引の定義については，

OECDの広義の定義が採用されている。2000

年の電子商取引額は，製造業が7,770億ドル

（同産業総出荷額の18.4％），卸売業が2,130億

ドル（同産業総販売額の7.7％），サービス業が

370億ドル（同産業総収益の0.8％），小売業が

290億ドル（同産業総販売額の0.9％）となっ

ている。製造業，卸売業の電子商取引はBtoB

分野が殆どであると前提すると，アメリカの電

子商取引は全体としてBtoBが支配的であるこ

とがわかる。また，電子商取引においてはEDI

を利用するものが多く，製造業でEDIを主要

に利用している事業所が３分の２，卸売業の販

売額の88％がEDIによるものとなっている。

５－２．イギリス

国家統計局（Office for National Statistics,

ONS）によって2001年１月に包括的な電子商

取引に関する統計調査である「電子商取引に関

する企業調査」が実施された22）。製造業，卸

売・小売業，ホテル・宴会業，運輸業，金融業，

対事業所サービス業を対象に，9,000の企業が

サンプルとなっている。電子商取引の定義には

OECDの広義の定義が用いられている。2000

年における電子商取引による販売額は1,617.5

億ポンド（調査産業の総販売額の5.83％），そ

のうちインターネットによる販売額は566億ポ

ンド（同2.04％）となっている。ただし金融業

の取引額が大きな割合を占め，全電子商取引販

売額の約42％，インターネットによる販売額

の約77％は金融業によるものである。家計に

対する販売額の割合は約100億ポンドでインタ

ーネット上での販売額の５分の１以下に過ぎな

い。全体的特長として，専用回線を用いたEDI

などによるBtoBが大半を占めていること，金

融業の取引額がかなりのウェイトを占めている

ことがあげられる。

５－３．カナダ

1999年からカナダ統計局により「情報通信

技術と電子商取引に関する統計調査」が始まり，

農林水産業，建設業，地方政府を除く全産業の

企業を対象とする電子商取引の実態調査が行わ

れている。1999年，2000年のデータが公表さ

れており，2000年の調査のサンプルサイズは

約21,000である。電子商取引の定義にはOECD

の狭義の定義が用いられている。2000年にお

いては，民間部門の電子商取引によ受注額は

72億カナダドルで，対象全産業の営業収益の

0.4％を占めている。産業別シェアでは，製造
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業が18％，卸売業が14.4％をしめている。民

間部門の電子商取引額の８割はBtoBで，BtoC

は２割にとどまっている。

５－４．オーストラリア

オーストラリア統計局による「企業テクノロ

ジー調査」では，企業における IT利用の実態

のほかに，電子商取引額が調査されている。農

林水産業，教育などの一部の産業を除く全産業

の民間企業が対象でサンプル・サイズは約

12,000である。2000年５月～2001年６月にお

けるインターネット上での電子商取引額は94

億オーストラリアドルとなっている23）。なお，

電子商取引の定義についてはOECDの狭義の

定義が採用されている。

５－５．北欧諸国

デンマーク，フィンランド，ノルウェー，ス

ウェーデンの北欧４カ国の統計局は，企業にお

ける ICT利用に関する調査プロジェクトを共同

して発足させ，ICT利用の実態，電子商取引に

ついての調査を行っている。電子商取引につい

てはOECDの狭義の定義を採用しているが，

同時にEDIの利用実態についての調査も行っ

ている。調査対象産業は，製造業，建設業，

卸・小売業，運輸業，サービス業などである。

４カ国の統計局による報告書24）の中では電子

商取引額についてのデータは公表されていない

が，1999年／2000年において電子商取引額が

総販売額の2％以上を占める企業の割合は，フ

ィンランドが8％，スウェーデンが7％，デン

マークとノルウェーが5％となっている。なお，

企業の ICT利用に関する国際的な統計調査開発

において北欧諸国はイニシアチブを発揮してお

り，OECD，ユーロスタット，国連（サービス

統計に関するフルバーグ・グループ）における

議論の中で，北欧諸国の調査票をもとにモデル

調査票の開発が進められている25）。

５－６．日本

企業や家計における電子商取引利用について

は各種の統計調査の中で調査されているが，電

子商取引額についての包括的な調査はまだ行わ

れていない26）。経済産業省などによる電子商取

引の市場規模と実態に関する調査はあるが，推

計データにとどまっており，電子商取引の定義

についてもOECDによるものとは異なってい

る27）。なお，平成13年10月に実施された事業

所・企業統計調査においては，電子商取引の利

用実態について調査している。また平成14年

６月に実施された商業統計調査では，商品仕入

額・販売額に占める電子商取引の割合について

調査がされている。

６．電子商取引統計をめぐる課題

電子商取引統計の整備は国際的にみてまだ着

手されてから日が浅いが，既にみたように幾つ

かの国において調査の実施とデータの集計・公

表が進みつつある。今後各国での統計調査と統

計指標作成が進むにつれて，新たな課題が明ら

かになってくるものと思われるが，これまでの

OECDでの議論および各国での調査経験の中

から電子商取引統計にかかわって指摘されてい

る課題・問題を以下にまとめてみる。

６－１．定義を構成するインフラ，アプリケー

ションの範囲について

OECDにおける電子商取引の定義は，具体

的限定を極力排した一般的なものとなってい
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る。急速な技術革新のスピードに対応するため

にこのような対応が適切であると思われるが，

今後新たなインフラやアプリケーションの出現

とその中での融合が進むことによって，一定の

見直しも必要になってくるものと思われる。例

えば，インターネットによる取引とEDIなど

のインターネット以外の専用回線による取引を

区別するために広義と狭義の定義を用意してい

るが，専用回線とインターネットの接続が進ん

だ場合，広義，狭義のどちらに含ませるかとい

うことが問題となろう。また近年では認証技術

や暗号化を用いることで，インターネット上に

仮想的な専用回線を提供するVPN（Virtual

Private Network）というサービスが現われて

おり，このようなサービスが一般化してインタ

ーネット以外の専用回線の利用が減少すると，

広義・狭義を区別する意義が薄まってくること

も予想される。

また，狭義の定義においては，「自動化され

た取引」を重視する立場から通常の電子メール

による注文が除外されているが，現実には電子

メールでの注文は行われており，この扱いは今

後とも問題となろう。

６－２．中間財の取引額の扱いについて

一般的に，公表される電子商取引の取引額は，

販売額，出荷額，収入額であるが，このような

タームでの集計は，企業間取引（BtoB）にお

いては中間財取引のダブル・カウンティングを

発生させる。例えば，ある製品の生産から販売

にいたるまでの全ての取引がコンピュータ・ネ

ットワーク上で行われた場合，原材料，部品，

製品の各販売の流れにおいて各業者の販売額に

中間財の価格が含まれるため，取引の段階が増

えると見かけ上のBtoBの取引額が大きくなっ

てくる。現在，各国で公表されているBtoBの

電子商取引額のデータはこのような金額である

ことに留意する必要がある。このような集計値

を使って例えば電子商取引額の対GDP比率を

求めることは無意味であり，電子商取引の活動

レベルを表すためには付加価値でのデータ収集

に向けた統計開発が求められる。

６－３．集計の際の産業分類について

電子商取引による新たに誕生したビジネス・

モデルとして，製造業者，卸売業者，運輸業者

による消費者への製品・サービス（チケット）

のネット直販があるが，通常の産業分類に従え

ばネット直販による販売額は小売業の売上に含

まれない。他方で企業・消費者間（BtoC）の

市場規模として通常採用されるものは小売業の

販売額であるため，ネット直販による販売額が

BtoCから脱落してしまうという問題がある。

BtoCの市場規模を正しく集計するためには，

製造業者，卸売業者，運輸業者の電子商取引額

に占める対消費者向けの販売額割合を把握でき

るような調査方法が必要となる。

６－４．金融機関による電子的取引の扱いにつ

いて

金融機関においては業務のオンライン化が浸

透しているため，通常の取引においても電子商

取引に該当するものが大部分を占めるものと思

われる。銀行を例にとれば，銀行間取引や企業

のファーム・バンキングにおいて日々巨額の資

金移動が行われている。また通常の預金とは異

なる金融商品の販売もネット上で行われてい

る。これらの取引全てをそのまま電子商取引に

含めると巨額の取引が計上されることになり，

場合によっては電子商取引の相当部分を金融機
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関による取引が占める可能性も考えられる。実

際にイギリスの電子商取引統計額の公表データ

では金融業が大きなウェイトを占めており，こ

こで指摘した問題が表れているといえよう。ま

た，金融商品の販売については，販売額をその

まま計上するのか，手数料だけを計上するのか，

といった点も問題となる。OECDや電子商取

引統計を作成している諸国において，これらの

扱いが必ずしも明瞭な形で示されているわけで

はなく，今後の議論において何らかの基準が必

要となろう。

６－５．標本誤差，秘匿データについて

現状では多くの国で電子商取引が発展の初期

段階にあるため，国によっては電子商取引に従

事している事業所・企業・世帯の数が少ない場

合がある。そのため，標本調査を実施する場合

は標本誤差が大きくなり信頼性に欠けるデータ

となる可能性がある。また全数調査を行ったと

しても，ごく少数の企業しか電子商取引を行っ

ていない産業がある場合，公表の際に秘匿デー

タとして扱わなければならない可能性もある。

６－６．被調査者の技術的内容の理解について

電子商取引に関する調査の場合，調査票に技

術的内容にかかわる専門用語が入らざるを得な

いが，専門用語が被調査者に正確に理解される

必要がある。通常は調査票への記入にあたって

ガイドとなる説明資料が添付されているが，調

査票が企業等の管理部門に送付され技術的知識

に乏しい担当者が記入する場合，必ずしも内容

が正確に理解されない可能性がある。専門用語

についてはできる限り噛み砕いて説明する必要

があるが，場合によっては情報管理部門等の専

門的技術者などに調査票が送付されるような工

夫も必要になってくる。

おわりに

本稿では，OECDにおける議論を中心に電

子商取引統計の整備に向けた動向と幾つかの課

題について考察したが，この分野における統計

整備のニーズが高まった背景には，1990年代

後半からのインターネットの普及と米国を中心

とするネット・ビジネスの急速な成長があっ

た。ここ１～２年の間に，群生した「ドット・

コム企業」の淘汰が進み米国経済のネット・バ

ブルの崩壊が起こっているが，電子商取引一般

については今後とも世界的に見て経済・社会の

あらゆる分野，レベルにおいて浸透が進むもの

と思われる。その点では，電子商取引が経済・

社会にもたらす影響を分析する意義が減じるこ

とはないであろうし，一時的なブームが去るこ

とによってより冷静な評価が可能となるであろ

う。電子商取引市場の「Ｓ字カーブ・モデル」

で言えば，「強度」段階から「影響」段階にか

けた分析が今後の課題となってくるが，そのた

めの統計整備は今後一層図られる必要がある。

現在，先進各国では，BtoC，BtoBを含めた

電子商取引全般の統計調査が進行しており，既

に公表されているデータも少なくないが，それ

らについては本稿では限られた範囲でしか触れ

ることができなかった。この点については他稿

を期したい。

注

１） 本稿ではOECDで使われている ICTという用

語を主に用いるが，日本やアメリカで一般に用

いられている IT（Information Technology）と

意味内容は同じものである。

２） 電子商取引を一般的に述べるならば，「個人
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や企業間での，電子的情報交換の仕組みを使っ

た商取引」（山川（1996），p.40）といえる。大

きくは企業間取引（BtoB）と企業・消費者間取

引（BtoC）に大別され，具体的には，前者はイ

ンターネットや専用回線を使った原材料や製品

の売買，後者はインターネットや携帯電話を使

った製品やサービスの販売があげられる。なお

電子商取引の定義をめぐる問題については後述

する。

３） 米国商務省（1999a），p.9

４） 米国商務省（1999b），p.36

５） 旺盛な ICT投資による米国経済の回復過程の

分析として，篠崎（1999）．

６） ニューエコノミー論争をめぐる諸論点をまと

めたものとして，谷口（2000），p.121～p.129．

Brynjolfson and Kahin（2000）．

７） DELLのビジネス・モデルについては，マイ

ケル・デル（2000）．

８） 民間の調査機関，コンサルタント会社などに

よるデータのバイアス，問題点を指摘したもの

として，Fraumeni（2001），OECD（1998a)

Chap.1．

９） 電子商取引をめぐる政策的諸課題に関する

OECDの取り組みについては，OECDホームペ

ージ（http://www.oecd.org/）におけるElectronic

Commerceをテーマとするページに諸資料がア

ップロードされている。

10） OECDにおける ICT統計整備の動向をまとめ

たものとして，Wyckoff（2001）．

11） オタワ会議の概要および合意内容については，

OECD（1998b）．

12） OECD（1998a）

13） OECD（1998c）

14） ワークショップの内容，および２－３．の

「専門家グループ」創設の経緯については，

OECD（1999b）．

15） フォーラム全体の内容については，OECD

（1999c）．

16） OECD（1999a）

17） OECD（1999b）．またこのレポートに沿った

報告として，Colecchia（1999）．

18） OECD（2000a）

19） Office of e-Envoy（2001）

20） Australian Bureau of Statistics（2001）

2 1） 米国商務省センサス局のホームページ

（http://www.census.gov/e-stats/）で，電子商取

引統計のデータおよび調査方法等についての詳

細が公表されている。米国における統計整備の

経過と調査の方法論については，Mesenbourg

（1999），Mesenbourg（2000），Mesenbourg

（2001），Mesenbourg, Atrostic（2001）を参照．

22） 調査結果の概要については，Williams（2001b）．

イギリスにおける電子商取引統計の整備動向に

ついては，Rowlatt（2001），Williams（2001a）．

23） Australian Bureau of Statistics（2002）

24） Statistics Denmark et al.（2001）

25） Wyckoff（2001），Nielsen（2001）

26） 日本における既存の ICT関連の統計をまとめ

た資料として，総務省統計局・統計研修所（2001）．

27） 経済産業省他（2002）
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Current Development of Electronic Commerce Statistics

— Discussion at OECD and Experiences in Some Countries —

NAGASAWA Katsushige＊

Abstract:  With the general diffusion of ICT (Information Communication Technology) use,

more enterprises are conducting electronic commerce in their economic activities than ever

before. In the United States, where the Internet was developed, electronic commerce became

widespread spread in the later half of 1990s, which brought about vigorous ICT investment and

the birth of new business models, leading to an unprecedented boom in the American economy.

Electronic commerce, which is globally diffused and attracting great interest as a new engine for

economic growth, not only promotes economic growth and progress in productivity through ICT

investment, but also has changed the way business is conducted and has greatly affected many

socioeconomic aspects, such as employment, industrial structure, public services and social com-

munication. Electronic commerce raises many challenges for social and economic policy, but sta-

tistics on electronic commerce, which gives basic information to policy makers, has been insuffi-

cient and undeveloped for a long time. 

This paper first overviews the progress that has been made in developing electronic commerce

statistics by OECD, which has been taking the initiative in this area, and then it examines the

discussions on electoronic commerce measurement methodology and the challenges ahead.

Although some countries have conducted statistical surveys on electronic commerce and pub-

lished the data, Japan has not yet done such surveys. Statistical indicators that measure the

impact of electronic commerce on society and the economy will be needed in every country in the

future.

Keywords: electronic commerce, statistics, statistical indicator, OECD, IT, ICT 
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